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３ 特別会計（別表１～３，６，７，１０参照） 

 平成２５年度特別会計の数は４会計で、歳入歳出の総額の決算状況は次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

9,958,751,000 9,848,898,539 98.9 9,738,920,254 97.8 109,978,285 

 一般会計から特別会計への繰入金は１０億２，３７６万２千円で、前年度と比較すると、１２３万

２千円の増加となっている。 

 これは、国民健康保険特別会計への繰入金が５８９万９千円、後期高齢者医療特別会計への繰入金

が３１３万５千円減少したものの、介護保険特別会計への繰入金が１，０２６万６千円増加したこと

によるものである。 

 各会計別の審査意見は次のとおりである。 

 

（１）国民健康保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

 歳入決算額は、前年度と比較すると２，４８４万９千円（０．５％）の増加である。 

 これは主に、繰入金、前期高齢者交付金が減少したものの、療養給付費交付金、繰越金、共同事業

交付金が増加したためである。 

 歳入決算額の主なものは、前期高齢者交付金１２億６，０３３万５千円（２４．０％）、国庫支出

金１１億５，５５８万２千円（２２．０％）、国民健康保険税１０億９２６万４千円（１９．２％）、

共同事業交付金６億６，８６６万５千円（１２．７％）、療養給付費交付金４億６，３１０万８千円

（８．８％）である。 

 国民健康保険税の収納状況は次表のとおりである。 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

5,308,286,000 5,247,808,135 98.9 5,199,825,470 98.0 47,982,665 
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国民健康保険税の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 円 円 件 円 円 ％ 

23 1,475,130,351 1,000,050,526 187 14,387,544 460,692,281 67.8 

24 1,482,122,281 1,002,530,536 295 21,314,613 458,277,132 67.6 

25 1,482,575,539 1,009,264,159 468 31,624,136 441,687,244 68.1 

 不納欠損処分は４６８件、３，１６２万４千円で、前年度と比較して件数は１７３件、金額は１，

０３１万円増加している。 

 これらはすべて地方税法第１５条の７第４項（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによる

消滅）、同法第１５条の７第５項（即時消滅）及び同法第１８条第１項（徴収権を５年間行使しない

ことによる時効による消滅）の規定により納付義務、徴収権が消滅したもので、法令の規定に準拠し

て処理されているものと認めたが、今後も適正な不納欠損処分に努められたい。 

 収入未済額は、前年度と比較して１，６５９万円（３．６％）の減少で、対調定額比は２９．８％

である。 

 また、国民健康保険税の現年度分の収納率は９２．４％で前年度より０．５ポイント上昇し、過年

度分も含めた収納率は６８．１％で前年度より０．５ポイント上昇している。国民健康保険税の負担

の公平性を確保するためにも、今後も未収金の回収に努められたい。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると４，２７６万６千円（０．８％）の増加となっている。 

 これは主に、共同事業拠出金が減少したものの、諸支出金、後期高齢者支援金等、介護納付金が増

加したためである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費３５億３，２７６万８千円（６７．９％）、後期高齢者支援

金等６億１，６２４万１千円（１１．９％）、共同事業拠出金５億９，９５２万円（１１．５％）、介

護納付金２億７，６７２万６千円（５．３％）である。 

 当年度、国民健康保険事業基金を５，０２０万６千円取り崩した結果、基金残高は０円となった。

また、今後も高齢化や医療の高度化により、医療費は増加することが予想される。このように、国民

健康保険事業は非常に厳しい状況であり、平成２６年度から保険税の改定を行っているが、今後も計

画的な事業運営の実施を望むところである。 
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（２）介護保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

4,126,962,000 4,038,478,803 97.9 4,032,128,343 97.7 6,350,460 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１億８５８万５千円（２．８％）の増加である。 

これは主に、国庫支出金、保険料、支払基金交付金が増加したためである。 

歳入決算額の主なものは、支払基金交付金１１億５１万６千円（２７．３％）、国庫支出金９億４，

２３２万３千円（２３．３％）、保険料７億７，６９９万９千円（１９．２％）、繰入金５億９，６３

１万５千円（１４．８％）、県支出金５億８，１８５万２千円（１４．４％）である。 

介護保険料の収納状況は次表のとおりである。 

介護保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 円 円 件 円 円 ％ 

23 613,644,955 590,992,602 38 722,200 21,930,153 96.3 

24 772,711,253 746,720,106 147 3,163,800 22,827,347 96.6 

25 804,497,947 776,998,661 214 5,235,200 22,264,086 96.6 

 介護保険料について、５２３万５千円の不納欠損処分を行った後の収入未済額が２，２２６万４千

円となっている。今後も未収金の回収に努められたい。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１億２，１０２万３千円（３．１％）の増加となっている。 

 これは主に、基金積立金費、総務費が減少したものの、保険給付費、地域支援事業費が増加したた

めである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費３７億７，５４６万４千円（９３．６％）、地域支援事業費

１億２，５４８万９千円（３．１％）、総務費１億９９７万２千円（２．７％）である。 

 今年度は第５期介護保険事業計画の中間年度であったが、今後も、認定業務の適正化、介護サービ

スの質の向上、介護保険施設の基盤整備等を通じて、事業の安定的な運営を図られたい。 

現在、国において介護保険制度の大幅な見直しが行われており、平成２７年度実施の第６期計画に

も大きな影響が予想されるが、第５期計画の成果と課題も反映し、高齢化社会に対応した計画の作成

に努められたい。 
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（３）後期高齢者医療特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

506,503,000 504,332,993 99.6 503,481,547 99.4 851,446 

後期高齢者医療制度は、医療制度改革に伴い、平成２０年４月から施行された７５歳以上（一定の

障害があると認定された者は６５歳以上）の者を対象とした制度であり、法令の定めにより、市町村

は後期高齢者医療に関する収入及び支出について特別会計を設けることとされている。 

歳入決算額は昨年度と比較すると４６６万円（０．９％）の増加である。 

これは主に、後期高齢者医療保険料が増加したためである。 

歳入決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料３億４，５７０万円（６８．５％）、繰入金１億

４，６９２万５千円（２９．１％）である。 

後期高齢者医療保険料の収納状況は次表のとおりである。 

後期高齢者医療保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 円 円 件 円 円 ％ 

23 308,118,297 305,246,449 6 88,006 2,783,842 99.1 

24 343,410,481 339,446,661 8 80,291 3,883,529 98.8 

25 350,139,142 345,699,992 23 299,163 4,139,987 98.7 

 後期高齢者医療保険料の収入未済額が４１４万円となっており、今後も未収金の回収に努められた

い。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１，５１７万円（３．１％）の増加となっている。 

 これは主に、後期高齢者医療広域連合納付金が増加したためである。 

 歳出決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金４億８，２１９万４千円（９５．８％）、

総務費２，１１２万２千円（４．２％）である。 
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（４）公園墓地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

17,000,000 58,278,608 342.8 3,484,894 20.5 54,793,714 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１９９万８千円（３．５％）の増加である。 

 これは主に、繰越金が増加したためである。 

 歳入決算額は、繰越金５，３９６万３千円（９２．６％）、使用料及び手数料４３１万６千円（７．

４％）となっている。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１１６万７千円（５０．３％）の増加となっている。 

 これは、公園墓地整備費が増加したためである。 

 歳出決算額は、公園墓地整備費３４８万５千円（１００％）となっている。 

 公園墓地全体（第１区～第４区）では、６７４区画で、年度末現在の使用許可残数は２０区画とな

っている。 

 今後も使用許可の促進と合わせて、施設の管理運営及び環境整備に努められたい。 

 

４ 実質収支に関する調書（別表３参照） 

実質収支に関する調書を歳入歳出決算書及び同事項別明細書と照合して審査した。 

当年度決算における実質収支額については、一般会計２億１，１７２万６千円、国民健康保険特別

会計４，７９８万３千円、介護保険特別会計６３５万円、後期高齢者医療特別会計８５万１千円、公

園墓地整備事業特別会計５，４７９万４千円のそれぞれ黒字、全会計の実質収支は３億２，１７０万

４千円の黒字となっている。 

翌年度へ繰越すべき財源は、一般会計３，３２８万７千円である。 
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５ 財産に関する調書 

財産に関する調書及び財産台帳等により、当年度の増減状況を主に審査した。 

 その概要は次のとおりである。 

（１）土地及び建物 

 平成２５年度末現在高は、次表のとおりである。 

区  分 前年度末現在高 当年度中増減 当年度末現在高 

土  地 （㎡） 1,274,821 77,094 1,351,915 

建
物 

木  造（㎡） 13,189 △ 4,221 8,968 

非木造（㎡） 176,969 397 177,366 

 土地は、前年度に比べ７７，０９４㎡の増加となっている。これは主に、加西市土地開発公社の解

散に伴い、公社保有の公共事業予定地を買い戻しと代物弁済により取得したためである。 

 また、建物は、木造、非木造合計して３，８２４㎡の減少となっている。これは主に、旧教育研修

所、健康増進センターを取り壊したためである。 

 

（２）出資による権利 

平成２５年度末現在高は２億１，６８２万６千円で、加西市土地開発公社が解散したため、前年度

から５００万円の減少となっている。 

 

（３）物 品 

 自動車は３台増の９５台、建設用機械は増減なしの２台、絵画等は２点増の２０７点である。 

 

（４）債 権 

前年度末現在高は１，７９１万３千円で、当年度中に１８３万２千円減少し、平成２５年度末現在

高は１，６０８万２千円となっている。 

これは、住宅改修資金等貸付金が１８３万２千円減少したことによるものである。 
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（５）基 金 

基 金 の 推 移          （単位：千円） 

                    年度 
23 24 25 

区分 

物品調達基金 1,000 1,000 1,000 

土地開発基金 358,637 358,744 0 

財政調整基金 1,889,402 2,161,292 2,235,453 

地域福祉基金 104,702 95,057 92,202 

鉄道経営対策事業基金 0 0 15,000 

ふるさと創生基金 539,087 539,947 540,696 

減債基金 455,913 456,369 456,825 

文化スポーツ振興基金 18,193 18,086 17,899 

人材育成基金 90,988 91,079 91,170 

国営加古川西部土地改良事業費償

還基金 
0 0 0 

ふるさと応援基金 57,454 65,272 71,892 

一般会計小計 3,515,376 3,786,845 3,522,137 

国民健康保険事業基金 238,206 50,206 0 

介護給付費準備基金 185,762 212,706 216,224 

特別会計小計 423,968 262,913 216,224 

年度末合計 3,939,344 4,049,758 3,738,361 

一般会計における基金の前年度末現在高は３７億８，６８４万５千円で、当年度中に２億６，４７

０万８千円減少し、平成２５年度末現在高は３５億２，２１３万７千円となっている。 

これは主に、財政調整基金が７，４１６万１千円、鉄道経営対策事業基金が１，５００万円増加し

たものの、土地開発基金が３億５，８７４万４千円減少したためである。 

特別会計における基金の前年度末現在高は２億６，２９１万３千円で、当年度中に４，６６８万８

千円減少し、平成２５年度末現在高は２億１，６２２万４千円となっている。 

基金の大部分は歳計現金に繰替運用されており、各基金の運用、積立状況については次のとおりで

ある。 
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 イ．物品調達基金 

庁内で共通に使用する印刷物等を一括購入することによって、物品の取得及び管理に関する事務

を円滑かつ効果的に行うため、基金の額１００万円で運用している。 

当年度の運用状況は、物品払出額３６万円、原価３４万１千円で、差引１万９千円が運用益とな

り、物品調達基金条例に基づき平成２５年度一般会計に繰入されている。 

平成２５年度末の基金１００万円の内訳は、物品２２万円、現金７８万円となっている。 

 ロ．土地開発基金 

この基金は、公用若しくは公共用に供する土地等を先行取得することにより、事業の円滑な執行

を図るため設置された基金である。 

前年度末現在高３億５，８７４万４千円に基金利息６万３千円が積み立てられたが、加西市土地

開発公社の解散・清算のため、３億５，８８０万７千円が取り崩され、平成２５年度末現在高は０

円となり、本基金は廃止された。 

 ハ．財政調整基金 

この基金は、将来にわたる財政の健全な運営に資するため設置された基金である。 

前年度末現在高２１億６，１２９万２千円に７，６１６万１千円が積み立てられたが、２００万

円が取り崩されたことから、平成２５年度末現在高は２２億３，５４５万３千円となっている。 

 ニ．地域福祉基金 

この基金は、地域福祉に寄与するため設置された基金であり、前年度末現在高９，５０５万７千

円に９万５千円が積み立てられたが、２９５万円が取り崩されたことから、平成２５年度末現在高

は９，２２０万２千円となっている。 

 ホ．鉄道経営対策事業基金 

この基金は、鉄道事業を経営する北条鉄道株式会社の経営を助成し、地域公共交通の維持確保を

図るため設置された基金である。 

前年度末現在高０円に、鉄道経営対策事業基金条例に基づき固定資産税相当額として９７８万７

千円が、また、寄附相当額として１，５００万円が積み立てられたが、平成２５年度決算による経

常損失の補てんのため９７８万７千円を取り崩しこれに充当したため、平成２５年度末現在高は１，

５００万円となっている。 

 ヘ．ふるさと創生基金 

 この基金は、地域振興及びふるさと創生に資するため設けられた基金である。 

 前年度末現在高５億３，９９４万７千円に、基金利息７４万９千円を加え、平成２５年度末現在

高は、５億４，０６９万６千円となっている。 

 ト．減債基金 

この基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健全な運営に資するために

設置された基金であり、前年度末現在高４億５，６３６万９千円に、基金利息４５万６千円を積み
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立てたため、平成２５年度末現在高は４億５，６８２万５千円となっている。 

 チ．文化スポーツ振興基金 

この基金は、市民文化及びスポーツの高揚と振興を図る資金に充てるため設置された基金である。

前年度末現在高１，８０８万６千円に、基金利息１万８千円を加え、文化スポーツ振興賞賜金とし

て２０万５千円が取り崩されたため、平成２５年度末現在高は１，７８９万９千円となっている。 

 リ．人材育成基金 

この基金は、人材の育成を目的とする事業を推進するため設置された基金で、前年度末現在高９，

１０７万９千円に、基金利息９万１千円が積み立てられたため、平成２５年度末現在高は９，１１

７万円となっている。 

 ヌ．国営加古川西部土地改良事業費償還基金 

 この基金は、国営加古川西部土地改良事業負担金の効率的な運用を図るため設置された基金であ

る。 

 平成２２年度末以降現在高は０円となっている。 

 ル．ふるさと応援基金 

 この基金は、まちづくりを応援していただける個人、団体から広く寄附を募り、各種事業を実施

することにより、個性あふれるふるさとづくりに資するため設置された基金である。 

 前年度末現在高６，５２７万２千円に３，４８４万１千円が積み立てられたが、日吉幼児園園舎

一体化整備事業などに充てるため２，８２２万円が取り崩されたことから、平成２５年度末現在高

は７，１８９万２千円となっている。 

 ヲ．国民健康保険事業基金 

 この基金は、国民健康保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在

高５，０２０万６千円全額を取り崩したことから、平成２５年度末現在高は０円となっている。 

 ワ．介護給付費準備基金 

 この基金は、介護保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在高２

億１，２７０万６千円に３５１万８千円を積み立てたことから、平成２５年度末現在高は２億１，

６２２万４千円となっている。 

 

６ 基金運用状況 

  地方自治法第２４１条第５項に規定されている定額資金を運用する基金の運用状況については、

関係書類をもとに審査を行った。その結果は、前掲基金のイ．物品調達基金、ロ．土地開発基金の

とおりであり、基金運用状況を示す書類の計数は正確で、その設置目的に沿って、適正妥当に運用

されていると認めた。 
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７ まとめ 

（１）決算の概要 

 歳入面では、固定資産税をはじめ、前年度と比較し市税収入は増加した。また、歳出面では、社会

保障、医療費の増加等による民生費の増加に加えて、国の経済対策に伴い教育費、土木費が増加する

など、厳しい財政状況が続いている。 

 ア．公債費 

 歳出総額に占める公債費は、ここ数年減少傾向ではあるものの依然として多額であり、当年度に

おいては１７億８００５万３千円（対前年度比△９．４％）の負担となっている。後年度負担とな

る地方債現在高は１６９億７，８３２万３千円（対前年度比２２．８％）、債務負担行為額は１７

億６，６３９万２千円（対前年度比△５０．１％）であり、なお高い数値となっている。また、実

質公債費比率は１４．２％であり、前年度と比較し１．６ポイント減少した。 

 イ．他会計補助金 

 一般会計が地方公営企業法第１７条の２に基づき補てんを行っている水道事業、下水道事業及び

病院事業への補助金等は、コミュニティ・プラント会計を除き、繰出基準により支出されており、

前年度を５，１２８万５千円上回り、総額２３億１０万円（対歳出決算額比１０．１％）にのぼっ

ている。 

 また、公債費と他会計補助金とで歳出決算額の１７．８％を占めている。 

 

（２）財政規律の確保について 

 当年度は、第三セクター等改革推進債を活用して土地開発公社の解散と、国の経済対策で国庫補助

金の地域の元気臨時交付金を活用して、学校施設の耐震化・環境整備工事、道路等の社会資本整備を

積極的に行っている。一般的に補助金を有効活用して、市の社会資本整備を行うことは有用だが、補

助金充当できない部分は起債、一般財源の負担となり、将来的な財政負担増にもつながる。 

財政担当部署を中心に市行政は、国県政策の動向を注視して、財政負担の軽減を図りながら市民の

福祉向上のための施策に取り組んでおり、今回の経済対策の財政負担は一時的で、加西市行財政改革

プランの計画範囲内としているが、貿易赤字、消費税増税の影響等、景気動向の不透明な部分もあり、

長期的な財政規律の確保に努められたい。 

 

（３）総括 

 上記のとおり厳しい財政状況であるが、学校施設の耐震化、少子化・高齢化対策など、喫緊の行政

需要が増加しており、限りある財源を効果的、効率的に活用することが求められている。そのために

は、事務事業の十分な精査を通して取捨選択を行うとともに、迅速な対応をしていくことが大切であ

る。加西市行財政改革プランに基づく財政規律を厳守し、各事務事業に対する取り組みの意義や課題、

成果について説明を十分に行うことにより、市民の理解と協力を得られるよう今後も努められたい。 


